
平成２３年２月１４日（月）

岡山県 保健福祉部 長寿社会課 事業者指導班

平成２２年度平成２２年度 集団指導集団指導
（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護）（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護）

A  Group Guidance  Of  Okayama

配付用：概略版



１ はじめに
２ 介護保険指定事業者に対する指導及び監査
３ 業務管理体制の整備について
４ 「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイドライン」改正概要
５ 高齢者虐待防止について
６ 介護保険法等改正の動向
７ 前払金に係る契約の問題について
８ 苦情窓口
９ 「申請の手引き」改正
10 前回の集団指導資料から
11 介護予防更新（H24.4.1）の特例
12 「介護保険制度に関する世論調査」から
13 お知らせ（労働局）

本 日 の 内 容



１ 平成２２年度 集団指導（特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者
生活介護）…配付用：概略版〔パワーポイント資料〕

２ ◎実地指導結果《ある施設で見られた事例と指導内容》

３ 業務管理体制の整備について

４ 医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン
〔出典：厚生労働省〕

５ 施設・事業所における高齢者虐待防止学習テキスト
〔出典：認知症介護研究・研修仙台センター〕

６ 有効だったケアの工夫例
～平成２１年度集団指導・アンケート結果から～

７ 介護支援専門員の資格管理について（平成２２年度版）

８ 平成２４年３月３１日で指定有効期間の６年を満了する介護予防サービスの更新
手続について

９ 「介護労働者の労働条件の確保・改善のポイント」
介護労働者の労働条件の確保・改善について（ご依頼）
介護労働者を使用する事業場における《労働条件チェックリスト》
〔岡山労働局配付資料〕

本 日 の テキスト
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特定施設 ９５施設

有料老人ホーム （６８）

軽費老人ホーム （１９）

養護老人ホーム （８）

適合高齢者専用賃貸住宅 （０）

混合型 （９０）

介護専用型 （５）

一般型 （８７）

外部サービス利用型 （８）

広域型 （１）

地域密着型 （４）

施設の種類 施設の区分 人員配置の区分

・介護保険法第8条第11項
・ 〃 第8条第19項
・介護保険法施行規則第15条
・平成11年厚生省令第37号第174条第3項
・平成18年厚生労働省告示第264号

など

H23.1.1現在

指定特定施設入居者
生活介護事業所

＋５

＋４

＋１

＋４

＋１

＋５

H22.2.1と比較

＋１

１ はじめに



１１ はじめにはじめに②②

A Group Guidance Of Okayama

Outline

有料老人ホーム基準

軽費老人ホーム基準

養護老人ホーム基準

適合高専賃基準

都市計画・土地利用等に
関するもの

建築物の敷地・構造・設備
に関するもの

職員の配置等人員に

関するもの

施設管理・サービス提供
等運営に関するもの

事業収支計画に関する

もの

利用料・契約内容等に

関するもの

ハ
ー
ド

経
営

ソ
フ
ト

国 都道府県 市町村

老人福祉法
老人福祉法施行規則

社会福祉法 厚生労働省告示第２６４号

厚生省令第１９号
厚生労働省令第１０７号

都市計画法

建築基準法 消防法

バリアフリー法

高齢者の居住の安定
確保に関する法律

高齢者が居住する住宅
の設計に係る指針

介護保険法関係
厚生労働省令第３５号
厚生省令第３６号
厚生省令第３７号
厚生省老企第５２号
厚生省老企第２５号

老人福祉法
老人福祉法
施行規則

厚生労働省告示第２６６号

景
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表
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外
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評
価
制
度

労働法関係

医療法関係

社会福祉法
関係通知
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■ 集団指導とは

○ 原則として、毎年度１回、一定の場所に対象事業者を招集し、

講習会方式により指導を行う。

・指定、更新事務の制度説明

・介護保険法の趣旨・目的の周知及び理解の促進

・介護報酬請求に係る過誤・不正防止の観点から適正な請求事務指導

２ 介護保険指定事業者に対する指導
及び監査



都道府県・市町村が実施する指導・監査について 

 

※「介護保険施設等の指導監督について」（平成 18 年 10 月 23 日老発第 1023001 号厚生労働省老健局長通知） 

  

集
団
指
導 

制度管理の適正化のための指導については、都道府県及び市町村で下記の重点事項を踏まえて指導を実施。 

 
 

 

 

  

実地指導については、施設サービス、居宅サービス等を行う事業者及び施設に対し、原則、都道府県及び 
市町村が実施。必要に応じ厚生労働省（本省及び地方厚生局）との合同により実施。 

  

運
営
指
導 

○高齢者虐待防止、身体拘束禁止等の観点から、虐待や身体拘束のそれぞれの行為についての理解の促進、防止のため 
の取り組みの促進について指導を行うとともに、高齢者虐待防止等に当たっては、個々の利用者毎の個別ケアプラン 
に基づいたサービス提供を含む一連のプロセスの重要性について、理解を求めるためのヒアリングを行い、生活支援 
のためのアセスメントとケアプランの作成等が適切に行われ、個別ケアの推進によって、尊厳のある生活支援の実現 
に向けたサービスの質の確保・向上が図られるよう運営上の指導を実施する。 

 
 
 

 
  

報
酬
請
求 

指
導 

○各種加算等について、報酬基準等に基づき必要な体制が確保されているか、個別ケアプランに基づきサービス提供が 
されているか、他職種との協働は行われているかなど届け出た加算等に基づいた運営が適切に実施されているかをヒ 
アリングし、請求の不適正な取扱いについて是正を指導する。 

 

 

指 

導 

 

実
地
指
導 

 ※ 運営基準違反又は不適切な請求等が確認された場合 → 一般行政指導（必要に応じ過誤調整） 
→ 監査への変更（利用者の生命等に危険がある場合など） 

 

 

 行 政 処 分 

 

監 

査 

 
     

 

 

期限内に勧告に従
わなかったとき 

改善 
報告書 

◆指定の取消◆ 

※条文は指定の取消と同じ 
＜利点＞ 

①不適正な部分のみサービスの
停止ができるといった柔軟性 

②不正請求の事実の証拠固めを
するための報告徴収や検査を
十分に行うことができる。 

従
わ
な
い
と
き 

命
令
に 

◆
改
善
命
令
◆ 

◆
改
善
勧
告
◆ 

◆ 

報
告
等(

実
地
検
査)

 

◆ 

※
第
76
条
等 

※
第
76
条
の
2
第
1
項
等 

◆ 

公
示 

◆ 

改善勧告に 
至らない場合 

◆公表◆ 
※第 76 条の 2 第 2 項等 

↓

聴
聞
・
弁
明
の
機
会
を
付
与 

不
利
益
処
分
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
の
手
続 

○通報・苦情・相談等に
基づく情報 

 
○国保連、地域包括支援
センター等へ寄せられ
る苦情 

 
○国保連・保険者からの
通報情報 

 
○介護給付費適正化シス
テムの分析から特異傾
向を示す事業者 

 
○介護サービス情報の公
表制度に係る報告の拒
否等に関する情報 

◆指定の効力の全部 
又は一部停止◆ 

※第 77 条、第 78 条の 9、第 84 条、 
第 92 条、第 104 条、第 114 条、 
第 115 条の 8、第 115 条の 17、 
第 115 条の 26 

の
適
正
化 

介
護
保
険
給
付 

必ずしも公表 
する必要はない 

正当な理由な
く期限内に勧
告に係る措置
をとらなかっ
たとき 

※
第
76
条
の
2
第
3
項
、
第
4
項
等 

基準違反
の発覚 

↓

聴
聞
・
弁
明
の
機
会
を
付
与 

不
利
益
処
分
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
の
手
続 

情 報 

※上記の情報に基づき 
機動的な監査の実施 

①指定事務の制度説明 
 →「指定及び指定の更新に係る欠格事由、指定の更新制の説明」 
②改正介護保険法の趣旨・目的の周知及び理解の促進 
 →「監査指導の権限行使の考え方、事業規制、情報の公表制度の仕組み等の説明」 
③介護報酬請求に係る過誤・不正防止 
 →「都道府県国保連と連携した介護報酬請求事務の講習」 

適
正
化 

制
度
管
理
の 

指導にあたっての基本的方針 効果 

ケ
ア
の
実
現 

よ
り
よ
い 

Outline
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H21.2.10ブロック会議資料参考

２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査対する指導及び監査②②



介護保険の指導監督体制

本 省 地方厚生局

(１９７条第１項・第２項)

事業に関する報告の
徴収等

厚生労働省

（１９７条第２項）
法第５章事務に
関する助言・勧告

指定都市
中核市

○地域密着型サービスの指定
及び指導監督事務
○保険事務

都道府県

○介護サービス・介護予防
サービスの指定及び指導監
督事務

市区町村等
（指定都市及び中核市を除く）

○地域密着型サービスの指定及び指
導監督事務
○保険事務

指導
（地方自治体との
合同指導）

指導
（集団指導
実地指導）

監査
（法第５章関
係）

市町村指定事業者都道府県指定事業者

(１９７条第２項)
法第５章事務に
関する助言・勧告

・・・国による自治体が行う法第5章事務に関する助言、勧告等

・・・指導（国、都道府県においては法第24条、市町村においては法第23条

規定等による介護サービス事業者等からの報告徴収等を含む）

・・・監査（指定権者としての根拠に基づき実施）

・・・監査（保険者としての根拠に基づき実施）

指導
（地方自治体との
合同指導）

指導
（集団指導
実地指導）
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H21.2.10ブロック会議資料参考 Outline

２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査③対する指導及び監査③



現行の指導監査（改正後）

介護サービス事業者の指導監査にかかる改正点等

・指定の効力に有効期間（６年）を設
ける

・市町村にも監査権限を付与
・立入検査規程を導入
・基準違反に対して「改善勧告」「改
善命令」を創設
・不正請求等に対して「指定の効力
の一部又は全部停止」を追加

従前の指導監査（平成１２～１７年度）

○集団指導

○書面指導

○実地指導

○監査

○集団指導

○実地指導

○監査

【事後規制の強化】

【監査指針 平成１２年度以降 】
【監査指針 平成１８年度以降 】

○指定の更新制の創設

○指定の拒否要件の創設

【指定の更新制度】

平成17年制度改正

【介護保険施設等実地指導マニュアル 平成19年2月7日通知 】

・利用者の処遇及びサービスの質向上のため、身体拘束廃止や
虐待の防止等への取組に関する指導強化
（監査の前置としての実地指導の取り止め）
（随時実施するよう改正）
（主眼事項及び着眼点に基づくチェック型の実地指導を廃止しそれに伴う事前資料の

作成・提出を不要とした）

・介護報酬の各種加算等について請求の不適正な取り扱いの是
正

【指導指針 平成１２年度以降 】 【指導指針 平成１８年度以降 】

介護サービス事業者を集め、講習方式で制
度や報酬請求解釈等について周知

集団指導の対象でなかった事業所等を対象
に、「主眼事項及び着眼点」に基づき、基準の
遵守状況等について確認を書面又は、面談方
式で行う

不正請求や実地指導に従わない事業所に対
し、監査指針に基づき監査を実施

監査後の行政処分として、「指定取消」を実施

・集団指導を強化し、指定制度、事後規制の理解の促進
 （書面指導については全面的に廃止）

・指定基準遵守の周知徹底
・介護報酬請求に係る過誤・不正防止

・法令等に基づき基準の遵守状況確認の徹底
・市町村への監査権限の付与による、監査体制の強化
・利用者等からの苦情や通報等に基づき、立入検査等による
機動的な監査を実施
・不正請求や違反事項に応じた、「改善勧告」「改善命令」「指
定の効力の一部又は全部停止」「指定取消」の行政処分の実
施を強化

施設サービス事業所は２年、居宅サービス事
業所は３年に一度、「主眼事項及び着眼点」に
基づき、基準の遵守状況及び運営状況、並び
に報酬請求等の確認を事業所において実地
に行う

Outline
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H21.2.10ブロック会議資料参考

２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査対する指導及び監査④④



２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査⑤対する指導及び監査⑤
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老人福祉法第29条

有料老人ホーム３２０１立入検査

０

４

美作

※有料老人ホームの立入検査については、特定施設の実地指導 と同日に行う場合がある。

監 査

実地指導

県民局

内容

介護保険法第24条

特定施設１０６

介護保険法第76条

特定施設００

備前 備中 根拠・対象

Outline

平成２２年度 実地指導等の件数 《平成23年1月1日現在》

養護老人ホーム・軽費老人ホーム → 施設監査（一般監査・特別監査）
※社会福祉法人の会計監査と合わせて行う場合、特定施設の実地指導は別途

行う（同日には行わない）。

未届け有料老人ホーム未届け有料老人ホーム→→県又は市町村へ情報提供を！県又は市町村へ情報提供を！



２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査対する指導及び監査⑥⑥
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Outline

■ 実地指導 （１）

○ 自己点検シート（岡山県版）により、事業者が自己点検

した結果に基づき、ヒアリングを実施

○ 政策上の重要課題である、「高齢者虐待防止」、「身体拘

束廃止」等に基づく運営上の指導

○ 不適切な報酬請求の防止

①事前に提出を求める書類（原則）

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（直近の１ヶ月）

・緊急やむを得ず身体的拘束等を行っている入所（利用）者

②実地指導日に提出を求める書類

・自己点検シート（人員・設備・運営編）（介護報酬編）

著しい運営基準違反が認められる著しい運営基準違反が認められる
場合等には機動的に監査へ変更。場合等には機動的に監査へ変更。



２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査⑦対する指導及び監査⑦
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Outline

■ 実地指導 （２）

・高齢者虐待防止、身体拘束禁止等の観点から、虐待や身体拘束のそれぞれの行為
についての理解、防止のための取り組みの促進について指導

・個々の利用者毎の個別ケアプランに基づいたサービス提供を含む一連のプロセスの
重要性について理解を求めるためのヒアリング

・生活支援のためのアセスメントとケアプランの作成等が適切に行われ、個別ケア推
進
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２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査⑧対する指導及び監査⑧

A Group Guidance Of Okayama

Outline

■ 実地指導 （３）
各種加算等について、
・報酬基準に基づいた実施体制の確保
・個別ケアプランに基づいたサービス提供
・多職種との協働によるサービス提供の実施 等

の基本的な考え方や基準に定められた算定条件に基づいた運営及び請求が適切に実施されてい
るかをヒアリングにおいて確認することにより、不適正な請求の防止とよりよいケアへの質の向上を
目的とする指導を実施し、不適切な部分については過誤調整を指示。 （例）（例）

①介護サービス提供の記録が全くない場合は、サービス提供の挙証責任が果たせていな
いため、返還を指導する。

②基準省令及び告示に明記されている基準・加算要件等を満たしていない場合は、返還を
指導する。

③厚生労働省が発出した各種通知類（解釈通知、留意事項通知、Ｑ＆Ａ）の内容が遵守さ
れていない場合は、是正を指導する。



２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査⑨対する指導及び監査⑨

A Group Guidance Of Okayama

Outline■ 監査 （１）

○ (株)コムスンの不正事案を受け、「経済財政改革に関する基本方針２００７」（Ｈ１９．６．１９閣議決定）に
おいて、国が決定したもの。

○ 「平成２０年度から平成２４年度までの５年間で営利法人全ての介護サービス事業所に対し監査を実施
」との方針が打ち出された。

○ 任意抽出により、各県民局から監査（書面検査）実施通知を行うので、事業所は自己点検シート（営利
法人監査用）を提出。

書
面
検
査

営
利
法
人
対
象
の

次の情報等から指定基準違反や不正請求が（疑いが）認められる場合には、関係市町村や関係機関とも十
分な連携を図りながら、不適正な運営や介護報酬の不適正な支払いを早期に停止させるための機動的な対
応を行う。

入手した各種情報により人員、設備及び運営基準等の指定基準違反や不正請求が認められる場合、又は
その疑いがあると認められる場合に行うもの。

監

査
○通報・苦情・相談等に基づく情報
○国保連、地域包括支援センター等へ寄せられる苦情
○国保連・保険者からの通報情報
○介護給付費適正化システムの分析から特異傾向を示す事業者
○介護サービス情報の公表制度に係る報告の拒否等に関する情報

虚偽報告等の場合は、行政処分虚偽報告等の場合は、行政処分
等の対象になるので十分に留意等の対象になるので十分に留意
すること。すること。

必要と認められる場合、必要と認められる場合、

実地の監査に切り替え実地の監査に切り替え

原則として、無通告（当日原則として、無通告（当日
に通知）で実施する。に通知）で実施する。



２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査対する指導及び監査⑩⑩
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Outline■ 監査 （２） ～行政処分等～

改善勧告によっても正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかったときは、期限を定めてその勧
告に係る措置をとるべきことを命じることができる。また、改善命令をした場合は、公示しなければ
ならない。

改善命令

（行政処分）

介護サービス事業者等に対し、期限を定めて基準を遵守すべきことを勧告することができる。改善勧告

（行政指導）

介護サービス事業者等に対し、報告もしくは帳簿書類の提出等を命じ、又は事業所への立入検査
を行うことができる。
※平成１７年法改正で都道府県に指定権限がある介護サービス事業者についても、市町村 にも「報告等」の監督権
限が付与された。

報告等

※現にサービス提供を受けている利用者について、指定の効力の停止により不利益を被ることとならないよう
十分配慮が必要。

改善勧告・改善命令や指定の効力の停止の措置を取っても是正されない場合で、介護保険
給付上、引き続き指定を行うことが制度上看過出来ない場合に行う。

（不正な手段により指定を受けたときや不正請求等の場合については、改善勧告、改善命令
を経ずに、指定の効力の停止や指定取消処分を行うことも可。）

居宅介護支援系

通所・訪問サービス系

全サービス共通

サービス種類

不適切なケアプランを作成するケアマネジャーに対する指定効力停止

代替サービス確保の上、一定期間の指定効力停止（全部停止）

新規利用者・入所者へのサービス提供に対する指定効力停止

停止の内容の例

指定の取消

（行政処分）

指定の効力の全
部又は一部停止

（行政処分）



２２ 介護保険指定事業者に介護保険指定事業者に
対する指導及び監査⑪対する指導及び監査⑪

A Group Guidance Of Okayama

Outline平成21年度実地指導結果（前回集団指導指摘事例、指導内容）

項

目

事

例

指

導

内

容

参

照

条

文

等

表にまとめました。
参考にしてください。 今後、更新していきます。
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Outline

３ 業務管理体制の整備について

まず、こちらの資料を御覧ください!



A Group Guidance Of Okayama

Outline

３３ 業務管理体制の業務管理体制の
整備について②整備について②

１ 業務管理体制の整備

・届出先の変更（新たに事業所ができた）・届出先の変更（新たに事業所ができた）
・業務管理体制の変更（事業所数が増えた）・業務管理体制の変更（事業所数が増えた）

３ 事業者・法令遵守責任者の責務

業務管理体制の整備は、単に法令遵守責任者の氏名等を行政に届け出ることが目的
ではなく、あくまでも法令遵守責任者が中心となって事業者自らがコンプライアンス（法令
遵守）を向上していただくことが本来の趣旨です。

自己点検により、法令等遵守態勢を検証、改善等継続的に取り組む

『届け出れば、「業務管理体制の整備」が終わったわけではありません』

２ 業務管理体制の整備・運用状況の監督

・法令遵守の取組状況や法令遵守責任者が適切に機能しているか自己点検
・今後のコンプライアンス向上のための取組を考えるきっかけ

『 「業務管理体制の整備に関する報告」を行うこと』

『検査のない年
においても』

手続が必要です！手続が必要です！
→県民局に御相談を！→県民局に御相談を！

『一般検査の内容』 ① 法令遵守責任者の役割及びその業務内容 等
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４ 個人情報取扱のガイドライン改正

まず、こちらの資料を御覧ください!
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Outline

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」
（以下「本ガイドライン」といいます。）とは？

本ガイドラインは、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５
年法律第５７号。以下「法」という。）第６条及び第８条の規定
に基づき、法の対象となる病院、診療所、薬局、介護保険法
に規定する居宅サービス事業を行う者等の事業者等が行う
個人情報の適正な取扱いの確保に関する活動を支援するた
めのガイドラインとして定めるものであり、厚生労働大臣が法
を執行する際の基準となるものである。

本ガイドラインの「趣旨」によると…

「個人情報の保護に関する法律」…

そもそも

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正②ガイドライン改正②

p.1 ガイドライン

記載ページ
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Outline

出典：平成22年度 個人情報保護法 説明会 資料
消費者庁ホームページ
http://www.caa.go.jp/seikatsu/kojin/kouenkai/2010honpen1.pdf

法律とガイドラインとの位置付けは…

ガイドライン

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正ガイドライン改正④④
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Outline

出典：平成22年度 個人情報保護法 説明会 資料
消費者庁ホームページ
http://www.caa.go.jp/seikatsu/kojin/kouenkai/2010honpen1.pdf

法律で義務規定が適用される事業者とは…

これには該当しない
→ しなくてよい？

「法令上の義務等を負わない医
療・介護関係事業者にも本ガイド
ラインを遵守する努力を求める」

ガイドラインの遵守

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正ガイドライン改正⑤⑤
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Outline

参考：厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン等
厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/index.html

ガイドラインの概要

目次

Ⅰ 本ガイドラインの趣旨、目的、基本的考え方
Ⅱ 用語の定義等
Ⅲ 医療・介護関係事業者の義務等
Ⅳ ガイドラインの見直し等

別表１～６

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正ガイドライン改正⑥⑥
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Outline

参考：厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン等
厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/index.html

Ⅲ 医療・介護関係事業者の義務等

１．利用目的の特定等（法第１５条、第１６条）
２．利用目的の通知等（法第１８条）
３．個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保

（法第１７条、第１９条）
４．安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督

（法第２０条～第２２条）
５．個人データの第三者提供（法第２３条）
６．保有個人データに関する事項の公表等（法第２４条）
７．本人からの求めによる保有個人データの開示（法第２５条）
８．訂正及び利用停止（法第２６条、第２７条）
９．開示等の求めに応じる手続及び手数料（法第２９条、第３０条）

１０．理由の説明、苦情対応（法第２８条、第３１条）

今回今回
改正箇所改正箇所

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正ガイドライン改正⑦⑦

p.9～37
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Outline

参考：厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン等
厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/index.html

９．開示等の求めに応じる手続及び手数料（法第２９条、第３０条）

（開示等の求めに応じる手続）
法第二十九条 個人情報取扱事業者は、…（中略）…その求め（開示等の求め）

を受け付ける方法を定めることができる。この場合において、本人は、当該方法
に従って、開示等の求めを行わなければならない。

（第２項以下 略）
法第三十条 （手数料） 略

・医療・介護関係事業者は、以下の点に留意しつつ、保有個人データの開示等の手
続を定めることが望ましい。

ガイドライン（抜粋）

開示等の求めの方法は書面によることが望ましいが、患者・利用者等の自由な求
めを阻害しないため、

開示等の求めに係る書面に理由欄を設けることなどにより開示等を求める理由
の記載を要求すること及び開示等を求める理由を尋ねることは不適切である。

今回改正箇所今回改正箇所

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正ガイドライン改正⑮⑮

p.34～36
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「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの
ためのガイドライン」

参考となるホームページ

出典：平成22年度 個人情報保護法 説明会 資料

消費者庁ホームページ
http://www.caa.go.jp/seikatsu/kojin/kouenkai/2010honpen1.pdf

参考：厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン等

厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/index.html

「個人情報の保護に関する法律」

４４ 個人情報取扱の個人情報取扱の
ガイドライン改正⑯ガイドライン改正⑯


